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はじめに1
　国際評価基準審議会（Internation-
al Valuation Standards Council：
IVSC）の年次総会、評議員会（Board 
of Trustees）、基準レビュー理事会

（Standards Review Board ： SRB）、
有形資産基準理事会（Tangible As-
sets Standards Board ： TASB）、企
業評価基準理事会（Business Valua-
tion Standards Board ： BVSB）、会
員及び基準認識理事会（Member and 
Standards Recognit ion Board：
MSRB）及びアドバイザリー・フォーラム・
ワーキンググループ（Advisory Forum 
Working Group）などの会議が、2017
年10月 2 日から 4 日まで、メキシコシティ
で開催された。IVSCの年次総会は、毎
年10月に開催され、アジア、アメリカ及び
欧州の 3 拠点を順番でまわることとなっ
ている。
　年次総会では、評議員会からの提案
がほぼそのまま承認されたので、本稿で
は主に、評議員会での議論に関する報告
を行う。
　なお、評議員会での主な議題は次のと
おりである（このうち、⒜から⒟及び⒢を

下記 2 から 6 で取り上げる。）。
⒜ 　新評議員の選任
⒝ 　SRB、MSRB、TASB、BVSB及び
Advisory Forum（AF）の議長から
の報告

⒞ 　APEC Initiativeの活動報告
⒟ 　金融商品評価基準プロジェクトの
進展状況について

⒠ 　2017年 9月までの財政状況の報告
⒡ 　新規加入メンバーの承認
⒢ 　今後の年次総会及び評議員会の
会議日程について

　なお、本文中の意見に関する部分は
筆者の私見であることをあらかじめお断り
しておく。

新評議員の選任2
　新しい評議員として、ブラジルからAna 
Maria Elorr ieta氏（PwCパートナー
で、国際会計士連盟（IFAC）の元ボード
メンバー、国際監査・保証基準審議会

（IAASB）メンバー）を選任することが合
意された。

国際評価基準審議会
（ＩＶＳＣ）の年次総会など
について※

―動き出した新体制とIVSのさらな
る充実に向けての始動―
※ 　本稿では、IVSC評議員会での議論を中心に報告する。年次総会の模様については81

頁を参照されたい。
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S R B、M S R B、T A S B、
BVSB及びAFの議長からの
報告
3
　2017年から活動を開始した新体制を
構成する主要機関であるSRB、MSRB、
TASB、 BVSB及びAFの議長から、評
議員会に対して報告が行われた。ここで
は、主として、SRB、MSRB及びAFの議
長からの報告の概要を紹介する。
⑴　SRB
　議長のMark Zyla氏から、2017年 5
月に公表した「コメント募集（Invitation 
to Comment ： ITC）」（コメント締切り
は2017年 8 月15日）に対する対応状況
を中心に、活動報告が行われた。ITCで
は、今後IVSCが国際評価基準（Inter-
national Valuation Standards：
IVS）として取り上げるべきテーマの候補
である 6 項目（非金融負債、割引率、アー
リーステージ企業の評価、生物資産、採
掘産業及び棚卸資産）を示し、これらを
今後取り上げるべきかどうか、また、取り
上げるとするとどのような方向で検討す
べきかについて意見を求めた。ITCに対
しては39のコメントが寄せられ、そのうち、
21がすべての質問事項にコメントしてお
り、18は質問のいくつかにのみコメントして
い た。こ れらを 受 け て、TASB及 び
BVSBでコメント分析をしており、今後、
IVSを改訂する作業に着手すべき項目と
さらなるリサーチが必要である項目に分
け、具体的な対応が決定される予定であ
ることが報告された（詳細については、岩
田宜子稿、「国際評価基準審議会（IVSC）
の基準理事会（Standards Boards）の
最 近 の 動 向－企 業 評 価 基 準 理 事 会

（Business Valuation Standards 
Board）での議論を中心に－」（本誌
86-88頁）を参照されたい。）。
　なお、TASB議長のBen Elder氏及

びBVSB議長のAndreas Ohl氏からも
報告があり、Elder氏からは、生物資産、
採掘産業及びアーリーステージ企業の
評価、Ohl氏からは、非金融負債、割引
率及び棚卸資産に関するコメントについ
ての分析の概要が説明された。
⑵　MSRB
　議長のEric Teo氏から、次の 3 点に
ついて検討しているという活動報告が行
われた（詳細については、水谷賀子稿、

「会員及び基準認識理事会（Member-
ship and Standards Recognition 
Board）の活動について」（本誌89-91
頁）を参照されたい。）。
⒜ 　IVSの市場での認知度を向上させ
る施策の検討

⒝ 　 事業評 価における専門称号
（Quality Mark）の開発の検討
⒞ 　IVSCメンバーの資格要件及びメ
ンバー区分の見直し

　本稿では、このうち、事業評価における
専門称号（Quality Mark）の開発につ
いて報告する。
　事業評価に関する市場では、評価に
関与する者（鑑定人）に対する信頼度を
保証する共通の資格は存在していない。
Qual i ty Markは、事業評価に関与す
る専門家から構成される職業専門組織

（Valuation Professional Organi-
zat ion ： VPO）に付与することを想定
して創設される国際的な専門称号であ
る。VPOがQuality Markを取得する
と、3 年間、当該VPOの品質を保証する
ことになり、また、そのVPOのメンバーは、
Quality Markという称号を使えること
になる。したがって、Quality Markを取
得するためには、まず、VPOが存在して
いなければならない。日本の事業評価に
関しては、VPOに相当する組織は存在し
ておらず、このままではQuality Markを
取得することができない状況にある。

　Quality Markは、最近米国で創設
された「企業及び無形資産評価資格

（Certified in Entity and Intangi-
ble Valuation ： CEIV）」に触発され
たものである。CEIVは、財務報告目的
で利用される、事業（business）、事業
持分（business interests）、無形資
産、ある種の負債及び棚卸資産の公正
価値を算出するための資格で、米国証
券取引委員会（SEC）が財務報告で利
用される無形資産などの公正価値がそ
のような評価を行える能力を持たない
人々によって行われていることに懸念を
表明したことを受けて、米国鑑定士協会

（American Society of Appraisers 
： ASA）、米国公認会計士協会（Ameri-
can Institute of Certified Public 
Accountants ： AICPA）及び王立勅
許測量士協会（Royal Institution of 
Chartered Surveyors ： RICS）の 3
者が共同で創設し、運営している資格で
ある。
⑶　AF
　議長のJohn Martin氏から、AFが行っ
た 2 つの調査（①IVSCメンバーに対す
るIVSの採用などに関する実態調査及
び②IVSのアドプション（adoption）を
どのように理解しているかに関する調査）
の結果を中心に活動報告が行われた。
①　実態調査の結果に関する議論

　IVSCメンバー（VPO）に対する実態
調査は、30の調査項目に対して回答を求
めたもので、50のメンバーから回答を得た

（このうち、すべての調査項目に回答した
のは46）。調 査 項目には、⒜VPOは、
ローカルな評価基準に準拠しているのか、
また、⒝ローカルな評価基準はIVSに準
拠しているのか、さらに、⒞IVSをアドプ
ションしているのか、そして、⒟アドプション
をどのように定義しているのか、⒠自国の
市場でIVSがどの程度認知されているの
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か、⒡メンバーとしてIVSCに何を期待す
るか、⒢IVSのトレーニングを提供してい
るか、⒣VPOの収益はどれくらいかと
いった多岐にわたる内容が含まれている。
この結果報告を受け、調査内容に関する
質疑が行われた。今後、結果を事務局
が吟味し、IVSCの各国のVPOとの関
係の強化に反映させていく予定である。
② 　IVSのアドプションをどのように理
解しているかの調査結果に関する議論

　AFのメンバーに対して、メンバーの属
する国ではIVSのアドプションがどのよう
に理解されているかに関しての調査が、
2017年 8 月に行われた。各国において
IVSを採用するにあたって、多様な方式
が採られており、その実態がはっきりして
いなかったため、このような調査が行われ
た。多様な方式には、例えば、基本原則
としてIVSを採用するものの、自国におけ
る基準がIVSと異なる評価方法を要求し
ている場合には、それらに準拠することを
IVSに優先させなければならない場合が
ある。IVS102「調査と準拠性（Investi-
gations and Compliance）」第40.1
項では、このような場合には、「鑑定人は、
各国規定に従わなければならない」とさ
れ、「そのような評価は全体としてはIVS
に準拠して行われている」（Such a val-
uation has stil l been performed 
in overall compliance with IVS）
と記述されている一方、国際財務報告基
準（IFRS）においては、IAS第 1 号第16
項において、「財務諸表がIFRSのすべて
の要求事項に準拠していない限り、企業
は当該財務諸表がIFRSに準拠している
と記載してはならない」と規定している。
すなわち、IFRSのアドプションでは、
IFRSのすべての基準を適用している場
合にのみそのように主張できると考えて
いる。

　このような実態を踏まえて、AFでは、
IVSに準拠するということをどのように理
解しているかについてのアンケートを行っ
た。AF議長からは、調査の結果、例えば、
カナダやオーストラリアでは、IVSを修正
することなくそのまま採用することがアド
プションであると理解されているものの、
それ以外の国では、多様な理解が存在し
ていると判明したことが報告された。そし
て、今後、2020年までにアドプションに対
する理解の統一化を図りたいとの報告が
あった。
　このほか、評議員会とは別に、年次総
会の直前に開催されたAFの会合でもこ
の問題が議論されたが、アンケート結果
と同様、参加者からは多様な見解が表明
され、今後、継続して議論することとなっ
た。また、この問題は、2016年10月の年
次総会の後、評議員間でも議論されたこ
とがあり、アドプションの意味の統一化は、
IVSの厳格な普及にあたっての重要な問
題であることが強く認識されている。今
後の議論の推移が注目される。

APEC Initiativeの活動報告4
　元評議員であるNicholas Brooke氏
から、アジア太平洋経済協力機構（Asia-
Pacific Economic Cooperation：
APEC）地域における資産評価実務の
改善プロジェクト（メンバー21か国にIVS
を資産評価の基本原則として導入するた
めの検討）の進展状況に関する報告が
行われた。
　そこでは、これまでに①メンバー21か国
における多様な資産の種類をカバーする
評価基準の実態調査及び②メンバー国
におけるベストプラクティスをまとめたテン
プレートの作成という 2 つの作業が完了
したことが報告された。また、2017年 1 月

に公表された2017年版IVSには、APEC
メンバー国から大きな関心が寄せられ、こ
れに基づいて、今後、メンバー国での共
通認識の形成を行う予定であることも報
告された。
　このほか、2020年までに本プロジェクト
の報告書をまとめる予定であることも報
告された。

金融商品評価基準プロジェク
トの進展状況について5

　このプロジェクトでは、金融機関がデリ
バティブなどの公正価値を測定するため
に整備しなければならない 4 つの論点

（金融機関のガバナンス、評価のための
フレームワーク、評価に用いるデータ及び
財務報告）を扱う 4 つのワーキング・グ
ループを組成することとしているが（この
詳細については、拙稿、「国際評価基準
審議会（IVSC）の評議員会での議論に
ついて－2017年 6 月会議の概要及びそ
の後の金融商品プロジェクトの展開－」

（本誌2017年10月号No.747、109-110
頁）を参照されたい。）、一部の銀行の対
応が遅れているため、その組成が遅れて
いることが報告された。また、これに伴っ
て、7 名のメンバーからなる金融商品ボー
ド（Financial Instruments Stan-
dards Board：金融商品に関する評価
基準のドラフトを作成する機関）のメン
バー選任も遅れていることが報告された。

今後の年次総会及び評議員
会の会議日程について6

　2018年10月の年次総会は、10月 1 日
から 3 日まで、欧州、アフリカ又は中東の
いずれかで開催予定であることが報告さ
れた。また、評議員会は、2018年 2 月（ワ
シントンDC）及び 6 月（ロンドン）に開催
することも合意された。


